
【 施 工 条 件 総 括 表 】 

 

下記の項目、事項のうち○印欄は、工事施工に当って制約等を受ける事になるので明示する。なお、明示事項に変

更が生じた場合及び明示されていない制約等が発生したときは、発注者と協議し、適切な処置を講ずるものとする。 

 

項 目 明  示  事  項 制  約  条  件 

Ⅰ 

工 

程 

関 

係 

１ 関連する別途発注工事あり 
ｱ 工事名(              )  

ｲ 予定期間(             ) 

２ 関係機関協議による工程条件あり 

ｱ 工 種(              ) 

ｲ 期 間(              ) 

ｳ 影響箇所及び他の工事の内容、開始又は 

完了の時期明示あり 

ｴ 制限を受ける施工内容及び協議内容等明示あり 

ｵ 項目及び影響範囲の明示あり 

３ 地下埋設物及び埋設文化財等 ｱ  項目及び調査期間又は移設期間の明示あり 

４ 休日日数等作業不能日数 ｱ  日 数(        日) 

５ その他(ｶ゙ ｽ工事         )  

Ⅱ 

用
地
関
係 

１ 工事用地等の未処理部分あり 
ｱ  処理見込み期間(  年  月) 

ｲ  区 間(№    ～№     ) 

２ 工事用地等の使用終了後の復旧内容 ｱ  内 容(                 ) 

３ 工事用仮設道路・資機材置き場用借地等 ｱ  場所、範囲、期間、使用条件、復旧方法の明示あり 

４ 仮設ﾔー ﾄ゙ の指定等あり ｱ  場所、範囲、期間、使用条件、復旧方法の明示あり 

５ その他(             )  

Ⅲ 

公 

害 

関 
係 

１ 施工方法の制限あり ｱ  騒音 ｲ  振動 ｳ  水質 エ  粉塵 

２ 水替・流入防止施設あり 
ｱ  内 容(                 )  

ｲ  期 間(                 ) 

３ 家屋等の調査の必要あり 

ｱ  調査方法(別紙「○○工事における家屋調査 

（事業損失防止調査）特記仕様書」参照) 

ｲ  区 分  1.事前調査  2.事後調査 

ｳ  期 間(                 ) 

４ 建設機械に関する条件あり 
ｱ  別紙(｢排出ガス対策型建設機械特記仕様書｣参照) 

ｲ  低騒音型建設機械を使用する 

５ 六価ｸﾛﾑの溶出試験の必要あり ｱ  内容(｢六価ｸﾛﾑの溶出試験特記仕様書｣参照) 

６ その他(             )  

Ⅳ 

安 

全 

対 

策 

関 

係 

１ 交通安全施設等の指定あり 
ｱ  内 容(                 ) 

ｲ  期 間(                 ) 

２ 鉄道、ｶ゙ ｽ、水道、電気、電話等の近接 

作業制限あり 

ｱ  工法制限あり 

ｲ  作業時間制限あり 

３ 安全・訓練等の関する事項あり ｱ  ｢安全・訓練等に関する特記仕様書｣参照 

４ 騒音規制法の規制あり ｱ  騒音規制法の特定建設作業の指定地域である 

５ 交通誘導員の配置あり ｱ  内 容(                 ) 

６ 足場工に関する条件あり ｱ  別紙｢手摺先行工法に関する特記仕様書｣参照 

７ その他(             )  

Ⅴ 

工
事
用
道
路
関
係 

１ 一般道路(搬入路)の使用期限あり 
ｱ  搬入路指定あり 

ｲ  時間帯制限あり 

２ 一般道路の占用可能 
ｱ  全面占用可 ｲ  片側占用可 

ｳ  時間制限あり 

３ 仮設道路の設置条件あり 
ｱ  工法の｢指定｣又は｢一部指定｣あり 

ｲ  工事完了後存続又は撤去( 存続 撤去 ) 

４ その他(             ) 

 

 

 

 



Ⅵ 

仮
設
備
関
係 

１ 仮設備の｢指定｣ 

２ 仮設備の｢一部指定｣ 

３ 仮設備「任意」（参考数値） 

ｱ  工 種(                 ) 

ｲ  区 分(                 ) 

ｳ  日 数(                 ) 

２ 仮設構造物の転用、兼用あり 

ｱ  内 容(                 ) 

ｲ  期 間(                 ) 

ｳ  条 件(                 ) 

３ その他(             )  

Ⅶ 

建
設
副
産
物
関
係 

１ 残土処分地の指定あり 
ｱ  場 所(柿町発生土処分場        ) 

ｲ  押し土、整地必要 

２ 産業廃棄物の処理条件あり 
ｱ  場 所(再資源化施設           ) 

ｲ  処理方法制限あり 

３ 建設副産物に関する条件あり ｱ  別紙｢建設副産物特記仕様書｣参照 

４ 建設副産物の現場内再利用及び減量化あ

り 
ｱ  内 容(                 ) 

５ 建設ﾘｻｲｸﾙ法に関する条件あり ｱ  別紙｢建設ﾘｻｲｸﾙ法の実施に関する特記仕様書｣参照 

６ その他（改良土について      ） ｱ  別紙｢改良土特記仕様書｣参照 

Ⅷ 

工
事
支
障
物
件
等 

１ 占用支障物件あり 

ｱ  電気 ｲ  電話 ｳ  水道 ｴ  ガス ｵ  その他(情

報BOX) 

ｶ  管理者(                 ) 

ｷ  移設時期(                ) 

ｸ  工事方法(                ) 

２ 新設占用物件あり ｱ  内 容(                 ) 

３ その他(             )  

Ⅸ 

そ 

の 

他 

１ コリンズ登録に関する条件あり ｱ  別紙｢コリンズ登録に関する特記仕様書｣参照 

２ 諸雑費調整対象となる工事に関する条件

あり 

ｱ  別紙｢同時発注工事に関する特記仕様書｣参照 

ｲ  別紙｢追加発注工事に関する特記仕様書｣参照 

３ 再生ｸﾗｯｼｬー ﾗﾝの使用に関する条件あり ｱ  別紙｢再生ｸﾗｯｼｬー ﾗﾝ特記仕様書｣参照 

４ 再生路盤材の使用に関する条件あり ｱ  別紙｢再生路盤材(AMRC-40)特記仕様書｣参照 

５ 機械設備工事・電気設備工事に係る施工

条件あり 

ｱ 別紙｢機械設備工事・電気設備工事に係る特記仕様 

書参照 

６ 推進・ｼー ﾙﾄ゙ 工に係る施工条件あり ｱ  別紙｢推進工事特記仕様書｣参照 

７ 薬液注入に係る施工条件あり ｱ  内  容(別冊設計図書に明示あり    ) 

８ 現場発生材あり 
ｱ  品  名(                ) 

ｲ  納入場所(                ) 

９ 支給材及び貸与品あり 
ｱ  品  名(                ) 

ｲ  引渡し場所(               ) 

10 架設工法を指定する 
ｱ  施工方法(                ) 

ｲ  施工条件(                ) 

11 工事用電力等を指定する ｱ  内  容(                ) 

12 新技術・新工法・特許工法を指定する ｱ  内  容(                ) 

13 部分使用を行う必要がある 
ｱ  箇  所(                ) 

ｲ  使用時期(                ) 

14 給水の必要がある 
ｱ  取水箇所(                ) 

ｲ  方  法(                ) 

15 産業廃棄物税に係わる施工条件 

 （施行 平成16年4月1日） 

本工事で発生する産業廃棄物は、新潟県内の最終処

分業者へ搬入するため、産業廃棄物税が課税される。

そのため本設計書に産業廃棄物税額を計上しているの

で適正に処理すること 

16 建設業退職金共済制度の加入 
ｱ  別紙「建設業退職金共済制度への加入に関する 

特記仕様書」参照 

17 その他（          ）  

 

 


